


は し が き

財団法人 資産評価 システム研究 セ ンターは、適切な地域政策の樹立に資するため、

地域の資産の状況及びその評価の方法 に関す る調査研究等の事業を実施す ることを 目的

として設立 されま した。

当評価セ ンターにおける調査研究 は、資産評価の基礎理論及び地方公共団体等 におけ

る資産評価技法の両面 にわた って、毎年度、学識経験者及び 自治省並びに地方公共 団体

等の関係者を もって構成す る資産評価 システム、土地、家屋及び償却資産の各部門 ごと

の研究委員会 において行われ、 その成果は、会員であ る地方公共団体及び関係団体等に

調査研究報告書 として配布 し、活用 されているところであります。

本年度の土地研究委員会の調査研究テーマは、(1)農地 ・山林評価の均衡化 ・適正化 に

関す る調査研究、(2)標準宅地 の鑑定評価価格及び用途地区別の標準宅地の価格形成要因

に関する調査研究の2項 目であります。本報告書 は、上記(1)の調査研究 に属す るもので、

田畑、山林 について、均 衡化 ・適正化 に資す るための評価 の方法を確立す るため、農

地 ・山林評価の現状及びあり方等、今後の課題 について調査研究を行いま した。

この程、その調査研究の成果を とりま とめ、 ここに、公表す る運び とな りま した。 こ

の機会 に、熱心 にご研究 ご審議をいただきま した委員及 び専門員並びに実地調査に当た

り種 々ご協力を賜 りま した地方公共団体の関係者各位に対 し、心か ら感謝申 し上 げます。

なお、当評価セ ンターは、今後 とも、所期の 目的にそ って、事業内容の充実及 び地方

公共団体等 に役立つ調査研究 に努力をいたす所存であ りますので、地方公共団体を は じ

め関係団体の皆様のなお一層の ご指導、 ご援助をお願 い申 し上 げます。

最後に、 この調査研究事業 は、(財)日本船舶振興会の補助金の交付を受けて実施 した も

のであり、改めて深 く感謝の意を表する ものであ ります。

平成7年3月

財団法人 資産評価 システム研究センター

理 事 長 渡 辺 功
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序

当研究委員会では、平成5年 度の調査研究事業 と して、固定資産税の土地評価の うち、農地(田 ・

畑)及 び山林の均衡化 ・適正化 について検討す ることを 目的 と して、 「農地 ・山林の土地価格の形成

要因等に関す る調査研究」を行 った。

当研究委員会 として この問題 に取 り組んだのは初めて とい うこともあ り、平成5年 度の調査研究で

結論を得 るには至 らず、今後の検討課題等を整理す るにとどまったが、同時に課題の大 きさを認識す

るとともに、平成6年 度以降 も引き続 き調査研究を行 うことと した ものである。

今 日、固定資産税をめ ぐってさまざまな問題が提起 されているが、地方税制全体、あ るいは資産課

税全体の中での固定資産税のあ り方等 について、本格的な議論を行 うべ きとの意見 も聞かれ る。

これ らの議論 は固定資産税評価の場合、宅地の評価を中心 とした もの となろ うが、農地 ・山林の評

価のあ り方 にも影響を及ぼす もの もあると考え られる。

このような議論、検討 に十分配意 しなが ら、当研究委員会のテーマについてはいたず らにその結論

を急がず、慎重に調査研究を進めてい く必要があろう。
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Ⅰ.調 査研究 の目的等

1.目 的

この調査研究 は、昨年度の調査研究 に引 き続 き、固定資産税評価の うち、農地(田 及 び畑)及 び

山林の評価の均衡化 ・適正化についての調査研究を 目的 とする ものである。

土地の評価について は、平成6年 度評価替えか ら、土地基本法(平 成元年法律第84号)第16条 及

び総合土地政策推進要綱(平 成3年1月25日 閣議決定)等 の趣 旨を踏まえ、宅地について地価公示

価格の一定割合(7割 程度)を 目標 に評価の均衡化 ・適正化が実施 された。

平成6年 度の評価替えは、不動産鑑定士等による鑑定評価の本格的導入、総合的な税負担の調整

措 置の導入、全標準宅地に係 る路線価の公開 とい った多 くの課題を こな しなが らも、概ね良好に完

了 した と聞いている。

一方、宅地 とともに評価の中心をな している他の地 目の土地、すなわち、田、畑及び山林の評価

について は、具体的な拠 り所 とすべ き適当な価格指標 もな く、また、近年評価の基礎 とされ るべ き

売買実例自体が極 めて少な くな っていることは事実である。

そ こで、当研究委員会 において、昨年度 に引き続 き、農地 ・山林評価の現状及 びあり方 について

の調査研究を行った。

2.研 究事 項

当研究委員会 は、前項 に掲げ る目的に したがい、農地 ・山林の評価のあ り方等 に関 し、次 に掲げ

る事項について調査研究を行 った。

(1)田畑価格 ・山林価格の動向

(2)相 続税評価 との比較

(3)農 家経済 ・林家経済 との関係

(4)評 価及び税負担の水準

(5)今 後の検討課題
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3.調 査研究の方法

当研究委員会 は、 内部 に専門部会を設け、次に掲げる資料を収集 して分析す るとともに、学識経

験者、不動産鑑定評価機関、地方公共団体等のそれぞれの立場か ら意見交換をす る等の方法によっ

て調査研究を行 った。

(1)農 地 ・山林の価格 に関する研究機関等の公表資料

(2)農 家経済調査報告、林家経済調査報告(農 林水産省)

(3)財 産評価基準書(国 税局)

(4)税 制調査会答申

(5)固 定資産の価格等の概要調書(自 治省)
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Ⅱ.調査結果の概要

1.前 年度の調査研究につ いて

本年度の調査研究の前 に、前年度の調査研究の概要 について、簡単 に整理 してみ る。

(1)農地 ・山林評価の現状

① 売買実例の減少等

現在最 も問題 とされて いるの は、適正な時価を求めるための基礎 となる売買実例その ものが

減少 しているとい うことである。例えば、農地法第3条 の許可を受けて行われ る(す なわ ち耕

作 目的での)農 地の所有権移転件数 について調べてみると、 自作地有償所有権移転で、平成3

年中に全国で114,706件 とな っている(農 林水産省:土 地管理情報収集分析調査)。当該移転件

数は年 々減少 してお り、平成3年 の件数 は、昭和40年 の1/3以 下 となっている。 また、当該

件数には自作地相互の交換(20,773件)等 、現金授受を伴わない もの も含まれてお り、 これを

除いた件数を市町村数で除 してみ ると、1団 体当たり30件 程度 となる。

これ は決 して少な くない数字であるが、 この中には市街化区域 ・市街地近郊の取引、移転後

に実際には耕作 されない もの も含まれてお り、適正な時価の評定 に用いることので きる実例は

極めて少ないのが実情である。

また、売 買実例全体が減少 して きていることに加えて、その中で評価の基礎 とす ることがで

きる売買実例が さ らに少な くなってい るとい うことが、現在評価を行 ってい く上での最 も大 き

な支障であるとい うことがで きる。

このため市 町村で は、本来、評価の基礎 とす ることは好 ま しくないような売買実例(例 えば

周辺の宅地化の影響を受けて いる売買実例等)を も用 いて評価 しなければな らな くな ってお り、

その結果、後 に述べ るような問題が生 じて きている。

なお、山林 について も同様の状況にあり、昨今の林業の衰退か ら考え るに、林業経営を前提

と した売買はかな り減少 してい ると考え られ る。

② 実勢価格とのかい離

宅地化の影響を受けている売買実例等を用いて評価 してい る結果、売買実例価額 と正常売買

価格 との間にはかな り大 きなかい離がみ られ る。 これ らは、例えば 「宅地見込地 としての期待

要素」等の不正常要素と して説 明づけることとなろ うが、あまりに も大 きな開差で あり、不正

常要素 としての説明づけ るには、その範囲を超えて いると考えざるを得ない。

しか しなが ら、 この ことによって直ちに評価額が低す ぎると指摘す るのは危険であ り、評価

額の絶対額 と しての妥当性を論ず るにはさらなる検証が必要であろう。 したが って、 ここでは、

評価方法 としての妥当性を考えた場合に、 このよ うな正常売買価格 との間の大 きな開差を容認

す る合理的な要因を見出すには無理があるということのみを指摘 してお く。
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③ 他の指標との比較

農地 ・山林の評価水準が どの程度になっているのか について分析 してみると、宅地における

地価公示価格のような一般的な指標が存在 しないことか ら最 も一般的に活用 されてい る(財)日本

不動産研究所による田畑価格、山林素地価格 と固定資産税評価額 との比較で は、全体的に農地、

山林 とも田畑価格、山林素地価格 に対す る評価水準が徐 々に低下 していることが認め られ る。

固定資産税評価額の ほうは大 きな変動がない ことか ら、評価水準の変動 は、主 として田畑価格、

山林素地価格の変動 によるものである。

これ は、宅地評価額 の地価公示価格に対する水準の変化において も当てはまることであるが、

①固定資産税評価額 は税負担 に直接影響 を及ぼす価格であ ることか ら、地価の変動に直結 した

評価替えを行 うことより、急激な変動 は避け るように評価 しがちであること、② 田畑価格、山

林素地価格 につ いては、宅地見込み、観光開発等で著 しく高額にな っているものは除 くとされ

ている ものの、 これ ら以外の農地 ・山林が一般地価の影響を全 く受けないとい うことはあ り得

ず、宅地化 ・開発等の影響 による上昇 も包括 されていると考え られ ること の2点 が考慮され

た結果であると考え られ る。 ただ し、② による影響が大 きくなったため当該水準が変動 したの

だ とすれば、低下 はむ しろ妥 当であるとい うことにもな り、一概に水準の低下を非難すること

はで きない と思われ る

。(2)現 行評価基準 における 「適正な時価」の考え方

現 行の評価基準 にお ける農地 ・山林の評価 は、他 の地 目と同様 に売買実例価額か ら比準 して

「適正な時価」を求め る方式(売 買実例価額基準方式)と な っている。なお、市街化区域内の田

畑、いわゆ る介在田畑及 び介在山林 については、附近の宅地等の価額 に比準 して評価を行 うこと

とされてい る(評 価基準第1章 第2節 一 ただ し書ほか)。

また、 「固定資産評価基準の取扱 いについて」(い わゆる依命通達)に おいて は、 「田又は畑

の評価において求める田又 は畑の正常売買価格 は、田又 は畑 として利用す る場合 におけ る田又 は

畑の正常売買価格であるので、売買田畑が市街地の近郊に所在す るため、売買田畑の売買実例価

額が田又は畑 として利用す る場合 における当該 田又は畑の売買価額をこえる額であると認め られ

る場合 における当該売買田畑の正常売買価格 は、田又 は畑 として利用す る場合におけ る当該田又

は畑の売買価額を基準 として求めるものであること。」(第2章 第2節10)と されてお り(山 林 も

同様(同 第7節28))、 あ くまで農地を農地 として、山林を山林 と して利用する場合の価格を求め

るべ きで あるとして いる。

すなわち、農地 ・山林の売買に含まれて いるいわゆる宅地見込地的な期待要素、近郊の市街地

の影響等は一切排除すべ きであ ることが明確 に示 されている。(た だ し、市街化区域農地、介在

田畑及び介在山林 は除 く。)

(3)検 討事項

農地 ・山林の 「適正な時価」の求め方 について、次のよ うな観点か ら検討すべ きであると報告
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されている。

① 基本的考え方について変更す る必要はないか どうか(「 あるべ き価格」を求 めるか、 「ある

がままの価格」を求めるか)

② 農地の分類を細分化 してはどうか

③ 収益価格方式は取 り入れ られないか

④ 鑑定評価価格を活用で きないか

(4)今 後の検討課題

今後の検討課題としては、上記の現状と検討事項を踏まえて、具体的評価方法の検討、現行評

価基準 との関係の整理、評価 ・税負担のあるべき水準の検討等が挙げられる。

2.本 年度の調査研究の方向性 について

当研究委員会での平成5年 度の調査研究の結果は概ね上記の とお りであ ったが、具体的評価方法

を検討するに際 して、改めて農地 ・山林評価の現状を考えてみ ると、その整理が未だ十分で はない

との感を免れない。例えば、 どの程度の価格水準 にすべ きなのかが明 らかでないと、具体的な評価

方法を検討す ることは困難であ るし、 これに伴 う税負担 について も同様である。

このため、本年度の調査研究は、主 として農地 ・山林の評価及び税負担の水準 について、現行の

水準が どの ようになってい るのかについて、具体的に検証することとした。

なお、次回平成9年 度評価替えにおいては農地 ・山林の評価方法を見直すべ きとの意見 もあ った

が、土地評価全体の中でかな りのウエイ トを 占める農地 ・山林の評価 について諸種の意見 も聞かれ、

議論不十分のまま見直 しを行 うことには問題が あり、早計に陥 ることのないよ う、十分な検証等を

行 った上で検討すべ きであ るとの方向で、本年度の調査研究を進め ることとした。

3.現 行評価の水準等

(1)田 畑価格 ・山林素地価格の動向

まず、農地 ・山林の実勢価格が どのように推移 して きたのかにつ いて整理 してみ る。

昨年度の調査研究 にもあったとお り、農地 ・山林の価格を表す指標 として、宅地 における地価

公示 価格のように個別の田、畑及 び山林の価格 を示す もの は存在 しない。そこで、最 も一般的 に

活用 されてい る(財)日本不動産研究所 による田畑価格、山林素地価格 について、その動 向を分析す

る。

表-1は 田畑価格の動向を、表-2は 山林素地価格の動向を、それぞれ宅地の価格動向 と対比

しなが ら示 したものであり、 この うち対前年変動率を グラフ化 した ものが図-1及 び図-2で あ

る。(な お、 これ らの価格 は、いずれ も売買の価格を調査 しているものであり、純粋 な農地、山

林の価格 とは異なる。)

(注)田 畑価格……… 自作地の田又は畑を自作地 として耕作する場合の売買価格で、売 り手 ・買

5



い手 に相応 と認め られて取 り引きされ る実測(縄 のびがない)10a当 たり

の価格。

果樹園 ・茶園及び桑園等の売買は含 まない。

山林素地価格…林地 として利用する目的の売買価格で、売 り手 ・買い手に相応 と認め られ

て取 り引きされ る実測10a当 た りの素地(立 木を含まない裸地)価 格を、

用材林地(杉 ・桧 ・松等主 として針葉樹が植生 している林地)と 薪炭林地

(くぬ ぎ ・な ら ・か し等主 として広葉樹が植生 している林地)に 区分 して

いる。

これによれば、対前年変動率の趨勢は、田、畑及び山林 とも、宅地の変動率に比べれば、全体

的に変動の幅は小 さくな っているが、概ね宅地の動向(市 街地価格指数)と 同 じような傾向を示

しているといえる。

対前年変動率 について細か く分析 してみると、まず田、畑 とも、昭和31年 以降昭和37、38年 頃

まで、上昇幅が鈍化す る傾 向があったが、これ は農地の価格が次第に安定 して きたことを表 して

いるものである。その後、昭和47～49年 にかけて大 きな上昇 とな り、 これが昭和50年 以降は比較

的安定 した上昇に戻 っている。また、最近の状況は、若干の下落ない しはほぼ横ばいであるが、

これ は農産物価格の低迷、農業労働力の高齢化並びに経済の不況等が主な原因であると考え られ

る。

次 に、山林素地価格の動向であるが、農地 と同様に昭和48、49年 に高騰 し、昭和50年 以降は比

較的安定 している。 また、昭和58年 以降は低迷を続け、一時上昇に転 じたが、近年再び下落を示

している。 これは主 として林業経営の不振及び経済不況等によるものであ り、用地買収等で一部

上昇す る地域があって も、全体 として高い上昇 となることはな くな ってい る。

一方
、宅地の価格の変動理由をみてみ ると、昭和30年 代前半か ら中盤 と、昭和48、49年 に大 き

な上昇を示 している。昭和30年 代 は、戦後最初の地価高騰期 に当た り、高度経済成長 に伴 う第2

次産業の急速な発展、旺盛 な民間企業の設備投資等により大都市、工業地を中心 に地価が大 きく

上昇 した。次 に、昭和47、48年 には、列島改造 ブームの中、企業の事業用地取得や大都市への人

口集中等 による土地需要の発生、投機的な土地需要の増大等 によ り、農地、山林 も含めて全国的

に地価が上昇 し、いわゆる土地神話が一般化 し、戦後2回 目の地価高騰期 となった。その後、第

1次 オイル シ ョックによ り高騰 は収ま り、昭和50年 には対前年変動率はマイナスとな った。3回

目の高騰は、昭和60年 代に、東京都心部での業務地需要の増大及び投機的取引の増大 に端を発 し、

いわゆるバブル経済 を背景 に東京都心部か ら周辺住宅地へ、 さらには三大都市圏、地方圏へ と波

及 した。その後バ ブル経済の崩壊 とともに地価 は下落 し、現在 も下落傾向が続いている。

このように、農地価格、山林価格の動向は、全体的に変動の幅が小さいとはいえ、宅地の価格

の動向 と傾向的には一致 してお り、その上昇要因 は宅地需要の増大が大 きく関係 していると考え

られる。
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(2)相 続税評価 との比較

次に、相続税評価 における農地 ・山林の評価額 と固定資産税評価 とについて比較 してみる。

相続税評価において は、農地 については、①純農地②中間農地③市街地周辺農地④市街地農地

の4つ に区分 し、山林 について は、①純山林② 中間山林③市街地山林の3つ に区分 し、評価を行

うこととしている。

これ らの うち、純農地、 中間農地、純山林及び中間山林 については固定資産税評価額 に国税局

長の定める倍率を乗 じて価額を求め るいわゆる 「倍率方式」が採用 されてお り、その倍率が どの

よ うになって いるかを都道府県 ごとに抽出 ・分析 したのが表-3で ある。(な お、市街地農地及

び市街地山林 について も一部倍率方式によ っているが、 これ らは固定資産税評価 における市街化

区域農地、介在農地及び介在山林の評価額を基礎 としてい るものであ るため、 ここで は検討 か ら

除外した。)

表-3に よると、全体的に高い倍率 とな ってお り、固定資産税評価額 は相続税評価額の数分の

1か ら数百分の1に な っていることになる。 また、純農地 ・純山林よ りも中間農地 ・中間山林の

ほうが全体的に高い倍率 とな っている。

相続税の農地、山林の評価 は、農地、山林 の売買価額を基に行 っているが、売買価額 は例えば

都市化が進んでいる地域で は、将来宅地 として売買すれば非常 に高 く売買で きるという期待益 と

で もい うべきものを反映 して、本来、農業、林業の継続を前提 とすれば成立 し得ないよ うな高い

水準 となっている場合 もある。

このような高い水準の評価額で課税 した場合、土地の一部を売却せざるを得ない状況 も生 じる

が、農地について は、相続税負担のために農地の細分化が行われ ることを防止す るために、 「農

業投資価格」(恒 久的 に耕作の用に供 され るべ き農地 として自由な取引が行われ るとした場合 に

おけるその取引において通常成立すると認め られ る価格)を 超える部分 に対応す る相続税 につい

ては納税を猶 予す る制度が設け られている(猶 予された税額 は、20年 間農業を継続 した場合又 は

相続人が死亡 した場合等に免除される)。

したが って、固定資産税評価額よ りもかな り高い評価 とな っている地域 もあるが、農地を農地

として、山林を山林 として評価す る固定資産税 とは、求 めている価格が若干異な る部分が あり、

また納税猶予の制度を考慮すると、農地 については実際に課税 される価格ではない とい う事情が

ある。

また、相続税評価においては、農地 について転用許可の難易の程度 に応 じて分類 して評価 して

いるが、中間農地 は農地転用許可基準の第2種 農地 に当たるもので あり、第1種 農地 に当たる純

農地よ り高い評価 となることにな る。また、山林について は、 「通常の山林 と状況を異にす るた

め純山林 として評価す ることを不適 当と認め るもの」を中間山林 としてお り、同 じく純山林よ り

高い評価 になることにな る。 これに対応す る固定資産税評価は、一般農地、一般山林 とい う共通

した区分であるため、一般的に評価倍率 は純農地 ・純山林 より中間農地 ・中間山林の ほうが高 く
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な ることになる。

次に、評価倍率の地域的な傾向をみてみ ると、評価倍率の最高 と最低 との差が大 きいため表-

3か ら細かい分析 まで行 うことは困難であるが、最高倍率が比較的小 さい都道府県をみてみ ると、

まず農地では、純農地が岩手県、山形県、石川県、三重県、鳥取県、岡山県、福岡県、宮崎県、

沖縄県 とな っており、 中間農地が岩手県、山形県、鳥取県、岡山県、宮崎県 となっている。逆 に

千葉県、東京都、京都府、奈良県などで は、純農地、 中間農地 とも最高倍率が高 くなってい る。

したが って、地方圏よ りも大都市圏のほ うが評価倍率が高 く、固定資産税評価額 と相続税評価額

との格差が大 きいのではないか と推測す ることがで きる。 これは、都市化の影響等は大都市圏の

ほ うが大 きいのに対 して、固定資産税評価額 はその ような事情を排 除 した純粋な農地 と しての価

格を求めているため、大都市圏と地方圏 とで評価額 に大 きな格差 はない ことか ら、 これが評価倍

率 に反映 されているのではないか と考え られ る。

この ことは山林について も同様であり、大都市圏と地方圏 とで は、評価倍率 に顕著な格差が認

め られ る。ただ し、山林の場合、農地 に比べ都市化等の影響 はほとん ど受けない とい う地域 も多

く、例えば鳥取県は純山林の最高倍率が3.2倍 であり、固定資産税評価額 とあま り格差がないと

いう地域 も見受 けられ る。

なお、北海道 について は、農地、山林 とも評価倍率は比較的高 くなって いるが、 これ は固定資

産税評価額が平均に比べ低 いことが理 由ではないか と考え られ る。固定資産税評価額が低いのは、

農地 について は収穫量が低 いことが原因であり、山林 について は林相が異 なるため用材等の価格

水準 も異な り、 これが評価額 に反映 されているため と考え られ る。

(3)農 家経済 ・林家経済 との関係

次に、農家経済 ・林家経済の推移 と固定資産税評価額 との関係について検証 してみ る。

① 農家経済 との関係

表-4は 、農家経済 と固定資産税負担の推移を示 した ものである。 また、図-3は 農家経済

の状況を グラフ化 した もので ある。

これ によると、一般 田70a、 一般畑50aを 保有 している農家の場合、その農地の固定資産税

額は、農家所得(農 業所得+農 外所得)に 対 して0.2～0.3%程 度の割合で推移 して きている

のがわか る。なお、昭和38年 度 について はその割合が高 くな っているが、 これは現行の売買実

例を基準 とす る評価方法 に改正 され る以前の ものである。 また、農家経済の状況についてみて

み ると、農家所得 は、単純に比較すれば平成4年 度は昭和38年 度の約12倍 とな っているものの、

これは主 と して農外所得(給 料、被用労賃等)の 伸びによるところが大 き く、農業所得 自体の

伸 びは5倍 程度 に過 ぎないとい うことがわかる。

表-5は 、標準農家世帯(土 地、家屋の保有の規模が平均的な農家)に おける農家所得 と固

定資産税額(土 地、家屋の計)の 関係を示 した ものである。

これは、農地の固定資産税額だ けで はな く、宅地及び家屋 に係 る固定資産税額 も含めた税額
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で分析 した ものである。

農家所得 に対す る税額の割合 は、家屋在来分の場合で0.7%前 後、家屋新増分の場合で2%

前後で推移 して きてい る、なお、昭和39年 度 は家屋在来分、新増分 とも比較的高い割合 となっ

ているが、 その後昭和50年 度まで農地の税負担が据え置かれた結果、 このような割合に落ち着

いた ものである。

税額の伸びと農家所得の伸びとはほぼ同 じ傾向を示 してお り、特 にここ数年について は農家

所得の伸びが鈍化 して いることを反映 して、税額の伸び も横ばいに近い状況 とな っている。

② 林家経済との関係

表-6は 、林業所得 と固定資産税額 との関係について まとめた ものであ り、図－4は 山林経

営の状況を グラフ化 した ものである。

まず、林業所得の対前年度増減割合の変動理 由を分析 してみると、昭和54年 度の53%の 伸び

は、堅調な木材需要と54年 か ら55年 にかけての木材価格の高騰 に支え られての ものである。 し

か し翌55年 度以降は、木材需要の停滞 による木材価格の低下が大 きく影響 し、61年 度まで低迷

が続 くことになる。 これが62年 度には、立木 ・素材の販売価格の上昇等によ り経営費の増加を

上回 って粗収益が増加 し、26%の 高い伸び とな った。 しか し、平成3年 度 には新設住宅着工戸

数の減少等による木材需要の減少等か ら、24%と い う大 きなマイナスを示 した ところである。

対前年度の増減割合で はこのよ うな変動を示 しているが、山林経営の状況(図-4)か らも

わかるとお り、林業所得 には全体的な上昇 ・下降等の傾向は認め られず、全体的 に上昇傾向の

あった(1)の山林素地価格の動向とは一致 しない ことがわかる。

一方、固定資産税額 はほぼ一定に増加 してお り、林業所得に対する割合 も極端な変動はない。

ただ し、固定資産税額の変動率よ りも林業所得の変動率のほうが大 きい ことか ら、林業所得の

変動に引 きず られての多少の変動はあ る。

4.評 価及び税負担の水準

(1)農地 ・山林に対する税負担の考え方

従来、農地 ・山林の税負担 について 、 どのよ うな考え方が採 られて きたのか、政府税制調査会

の答申を整理 してみ る。

【昭和41年12月 中間答申】

第4.3固 定資産税

(2)農 地について は、その税負担を据え置 くこととされているが、都市周辺の宅地介在農地

については、税負担の均衡を確保す るよう検討す ることが適当である。

【昭和45年1月 答申】

第二.二 固定資産税及び都市計画税

4市 街化区域内で市街地としての環境が整備 された地域にある農地については、近傍宅地
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と評価の均衡を図ることが適 当であるので、市街化区域の設定の状況等を も考慮 しつつ、

その具体化の方法を検討す ることとする。

なお、一般農地 に係 る固定資産税及 び都市計画税について は、その負担の特例を廃止す

べきであるとい う意見 もあ るが、 当分の間、昭和38年 度の税負担をすえ置 くこととするこ

ともやむをえないと考え る。

【昭和46年8月 長期答申】

五 固定資産税及び都市計画税

(2)一 般農地の固定資産税 にかか る税負担すえ置きの措置 について は、税負担の均衡を確保

するため、その廃止 について検討すべきであるが、この場合、農業政策 との関連を十分考

慮すべ きである。

【昭和50年12月 答申】

三.3固 定資産税及び都市計画税

(2)一 般農地に係 る固定資産税 について は、昭和39年 度以来、その税負担が昭和38年 度の税

額 に据置かれて きたところで ある。

しか し、 この間に田 ・畑価格、農業所得、生産者米価等がいずれ も2倍 ない し3倍 の上

昇 を示 していること等にかんがみ、農業政策 との関連を考慮 したと して も、その税額はあ

ま りにも低額 にとどまっていると考え られ、また宅地等 との均衡を図るうえか らも、一般

農地の税負担を これ以上据置 くことは適当でない。

したが って、現行の据置 き措置を廃止 し、段階的な負担の調整措置を講 じなが ら、課税

の適正化を図 ることとし、その場合、昭和53年 度 までの間、毎年度の税負担の増加が2割

を超えないこととすることが適当である。

なお、昭和54年 度以降の一般農地の税負担のあ り方 については、農業政策 との関連 も配

慮の うえ、あ らためて検討す ることが適 当である。

【昭和53年12月 答 申】

2固 定資産税及び都市計画税

(2)一 般農地 に係 る昭和54年 度分以降の税負担のあ り方 については、法律上 「今後 におけ る

農地の価格の状況、農業経営 との関連等を考慮 して更に検討を加え、その結果に基づ き、

必要な措置が講ぜ られるべ きもの」 とされているところであるが、現在の一般農地の税負

担の水準、今回の評価替えにおいて見込まれ る評価上昇の程度及び最近までの農業所得等

の推移の状況等を総合的に勘案すれば、引き続 き、前年度の税負担を基礎 とした段階的な

負担調整措置を講 じつつ、適切な負担を求めることが適当で ある。その場合、昭和56年 度

までの間、毎年度の税負担の増加が2割 を超えない こととすることが適当である。

【昭和56年12月 答 申】

2固 定資産税及び都市計画税

10



(2)一 般農地 については、現在の税負担の水準及び今回の評価替えにおいて見込まれ る評価

上昇の程度等を総合的に勘案すれば、引き続 き前年度の税負担を基礎 とした段階的な負担

調整措置を講ず ることとし、その場合、昭和59年 度 までの間、毎年度の税負担の増加が2

割を超えない こととす るのが適当であ る。

【昭和59年12月 答申】

3固 定資産税及び都市計画税

(2)一 般農地 について は、現在の税負担の水準及び今 回の評価替えにおいて見込 まれ る評価

上昇の程度等を総合的 に勘案 し、引き続 き前年度の税負担を基礎 とした段階的な負担調整

措置を講ず ることとし、その場合、昭和62年 度 までの間、毎年度の税負担の増加が2割 を

超えないこととす るのが適 当である。

【昭和62年12月 答申】

1固 定資産税及び都市計画税

(2)農 地 については、現在の税負担の水準及び今 回の評価替え にお いて見込 まれ る評価上昇

の程度等を総合的に勘案 し、引 き続 き前年度の税負担を基礎 と した段階的な調整措置を講

ずることと し、その場合、昭和65年 度 までの間、毎年度の税負担の増加が2割 を超えない

こととするとともに、宅地等 と同様の措置を講ず ることが適当であ る。

【平成2年12月 答申】

五 固定資産税及び都市計画税

2農 地については、現在の税負担の水準及び今回の評価替えにおいて見込まれる評価上昇

の程度等を総合的に勘案 し、引き続き前年度の税負担を基礎とした段階的な負担調整措置

を講ずることが適当である。

(2)評 価及び税負担の水準

① 農家経済 ・林家経済との関係

3の(3)で みたよ うに、農地、山林 とも、農家経済 ・林家経済の ほぼ一定の割合で税負担の水

準が推移 して きてい る。当該水準の妥当性 については、 ここで は触れないが、 これまで水準が

大 き く変わることはなか ったことは明 らかであ り、またその水準について は、市街 化区域農地

の評価 と負担の問題点を除いては見直すべ きとの指摘等は極めて少 なか った と思われ る。

なお、税負担の水準 において、林家経済 に対す る山林の税負担の水準が5～7%程 度 と、農

地の場合よ りも高 くな っているが、 これは農地の ほうは農外所得 も含めた農家所得 と比較 して

いるのに対 して、山林のほ うは林業所得のみに対す る割合であ り、単純 には比較で きない。今

日、林業経営のみで生計を営んでいる林家 は希であ り、林業所得以外の所得 も合わせた所得 に

対す る割合でみれば この水準はさらに下が るもの と考え られる。

また、政府税制調査会の答申は前述の とお りであるが、答申の中で は、税負担 について 、農

業政策 との関連 に考慮すること及び農業所得等の推移の状況等を勘案すること等が指摘 されて
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お り、 これ までの評価替えで は、 このような答申に沿 って税負担の調整措置が採 られて きてい

ることも考慮す る必要がある。

② 評価と税負担との関係

固定 資産税の評価 については、従来、評価額の急増が税負担に直接結び付 くことか ら、税

負担の急増を避 けるため評価額を抑える傾向があったので はないか、 とい う指摘が されて きた。

この ことにより、宅地 について は地価公示価格 と固定資産税評価額 との開差が徐 々に拡大 し、

相続税評価を含む公的土地評価相互の不均衡や市長村間の評価の不均衡 と して認識 されて いた。

このため、宅地の評価について、平成6年 度評価替えで地価公示価格の7割 程度に評価水準

が引き上 げ られ たが、その際、税負担の調整について は別 に措置を講 じることによって、評価

の上昇に直結 して税負担が急増することのないよ うにとの配慮がなされた。つま り、急激な税

の負担増 を避けつつ、評価の均衡化 ・適正化を行お うとしたのである。

ここで、負担調整措置が長期にわたることか ら、固定資産税の評価 と税負担は今後 は全 く別

の もの として考えることとされたのではないか という意見がある。平成6年 度評価替えの場合、

評価の均衡化 ・適正化が急務 とされ、大幅な評価上昇後の評価額 と税額 との関係 については、

家屋 も含めて固定資産税全体の中で急激 な変化の生 じないよう、当面平成8年 度 までの負担調

整措置が講 じられ、平成9年 度以降の税負担については、評価替えの結果を勘案 しなが ら改め

て検討す ることとされている。 これは、評価替えによる評価上昇が従来 と比較で きないほど大

きか った こと、地価の変動が続 いてお り評価額 と税負担のあるべ き関係を検討す るためには今

後の状況を見守 る必要があ った こと等による もの と考え られる。 したが って、評価額 と税負担

との基本的関係について は、資産課税全体のあ り方の中で今後改めて議論 されることを考える

と、当研究委員会で評価 と負担 とを切 り離 して考え ることは、早計ではないか と思われ る。

む しろ、総合的な調整措置を講 じた結果、宅地の場合、税額の算 出の基礎 となる課税標準額

が評価額 に対 してかな り低い状態であ ることについて、地価動向を含めて評価 と負担の関係の

推移を見守 る必要があ ると思われ る。

ところで、固定 資産の評価は固定資産税の課税のために行われ るものであ り、 「評価額 ×税

率=税 額」 となるのが原則であるといえる。すなわ ち、評価 と税負担は本来的に密接不可分の

ものであ り、保有の継続を前提 としている固定資産税の性格を考えると、 これまでの農地 ・山

林の評価上昇(=税 負担の上昇)が 農家経済 ・林家経済 とほぼ リンクして推移 して きているこ

とも、一方で理解することもで きる。

③ 市街化区域農地、介在農地、介在山林との関係

本調査研究では、主 と して一般農地、一般山林の評価について検討を行 っているが、固定資

産税評価上、農地、山林 については、さ らに市街化区域農地、介在農地、介在山林の区分があ

る。

一般農地、一般 山林の評価 は、農地を農地 として、山林を山林 として利用す る場合の価格を
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求 めることとな っているが(「 固定資産評価基準の取扱いについて」(昭 和38年12月25日 自治

乙固発第30号 自治事務次官通達)第2章 第2節10、 第7節28)、 市街化区域農地等 については、

外見上は農地、山林であって も、実質的 には宅地等 としての潜在的価値を有 していると考え ら

れ、一般農地、一般山林 と同様に生産力条件 に着 目 して評価す ることは不合理であ り、かつ、

宅地等 との間に不均衡を生ず ることとなるため、宅地 その他の付近の土地の価額 に比準 してそ

の価額を求め ることとされている。 したが って、 これ らの土地 は、固定資産税評価上 は、一般

的な農地、山林の範ち ゅうか らは除外 され、全 く別の もの として評価 されてい る。

市街化区域農地等の範囲は次の とお りである。

ア 市街化区域農地… ……都市計画法第7条 第1項 に規定する市街化区域内の農地。ただ し、

同法第8条 第1項 第14号 に掲げる生産緑地地区の区域 内の農地等一

定の ものを除 く。

イ 宅地等介在農地………(イ)農 地法第4条 第1項 及び第5条 第1項 の規定によって、宅地等

への転用に係 る許可を受 けた田 ・畑

(ロ)宅 地等に転用す ることについて、農地法第4条 第1項 又は第5

条第1項 の規定による許可を受けることを必要 としない田 ・畑で

宅地等への転用が確実 と認め られ る田 ・畑

(ハ)そ の他の田 ・畑で宅地等への転用が確実 と認め られ る田 ・畑

ウ 介 在 山 林………宅地、農地等の うちに介在す る山林及 び市街地近郊の山林で、当該

山林の近傍の宅地、農地等 との評価の均衡上、一般山林の評価の方

法 によって評価す ることが適 当でない と認 め られ るもの
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Ⅲ.今 後の検討課題

1.「 適正な時価」の求め方について

昨年度の調査研究において、農地 ・山林の 「適正な時価」の求 め方について、その検討の観点を

整理 したが(P5参 照)、それぞれ における問題点を改めて簡単 に整理す ると、次のとおりである。

① 基本的考え方の変更(「 あ るべ き価格 」と 「あ るがままの価格」)

まず、農地 ・山林評価の基本的考え方 を変更する場合の問題点について、すなわち、農地を農

地 として、山林を山林 として利用す る場合の価格(あ るべき価格)を 求め るという現行評価基準

の大前提 について、仮に現実 に行われて いる高い売買を反映 させた価格(あ るが ままの価格)に

変更 しようとした場合、次のような点が問題 となるではないか。

ア.農 地法 による転用制限が あるとい う特殊事情を考慮 しないことにな らないか。

イ.取 引価格重視 とな り、ある程度の不正常要素を容認 した上での評価 とな らざるを得ないが、

差 し支えないか。

ウ.実 際には売買す る意思はな く農業 ・林業経営を継続 している場合 と、売買を予定 しつつ保有

している農地 ・山林 を同一の観点で評価 して差 し支えないか。仮 に両者を区分 して考えよ うと

して も区分す るのは困難で はないか。

エ.農 業 ・林業の保護等 との関係を どう考え るべ きか。

② 農地の分類の細分化

次に、相続税評価を参考に、一般農地、一般山林を、例えばそれぞれ純農地 ・中間農地、純山

林 ・中間山林 とい ったように細分化することについて は、

ア.相 続税評価の場合、転用許可の難易の程度に応 じて細分化 してい るが、現実 に転用許可を受

けない段階で評価 に差を設 けることは適当であるかどうか

イ.転 用許可を受ける意思のない ものまで高い評価をす ることは差 し支えないのか

ウ.何 を基準 に区分す るか

といった問題がある。

③ 収益価格

収益価格方式を取 り入れ ることについては、固定資産評価基準の評価方法の変更にもつなが る

大 きな問題であ り、

ア.固 定資産税の性格 と収益価格 との関係

イ.他 の地 目(特 に宅地)の 評価 との整合性

ウ.収 益価格を積極的に取 り入れる理由

といった理論的な整理が必要であると同時に、

エ.客 観的数値をど うやって把握す るか

オ.現 実の使用収益 と理論上の収益 との格差を どうするか(土 地によって実際の利用の程度に大
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きな差が ある)

カ.評 価に要する人員、経費等が増大するのではないか

といった技術的な問題 もある。

④ 鑑定評価価格の活用

鑑定評価価格を農地 ・山林の評価で活用 しようとした場合、 どのよ うな価格 を求めようとす る

のかをまず明 らかに した上で、農地 ・山林の鑑定の技術的な手法を確立する必要があ り、さ らに

これを固定資産税評価にどう活用す るかを検討す る必要がある。

具体的な評価手法の検討に当たって は、以上のよ うな問題点の整理 ・検討が必要であり、今後

の調査研究の方向に応 じて、改めて検討すべ きである。

2.今 後の調査研究 について

本年度の調査研究 は、 Ⅱの2に おいて述べ たよ うに、具体的な評価手法の検討に入 る前 に、現行

の評価及び負担の水準がどうなってい るかを明 らかにす る必要があるとの観点で進め られた。

しか しなが ら、今回の調査研究は、既存データを用 いての検証であり、水準の妥 当性 まで判断す

るには十分 とはいえない状況であ る。 したが って、今後は、 さらに資料収集や必要 に応 じて具体の

試算等を行 って、評価水準等についての検証を深め る必要がある。

そ うい った結果を踏まえつつ、具体的な農地、山林の評価手法の研究を今後 も慎重に進めてい く

必要があ る。

3.そ の 他

宅地の評価については、現在負担調整措置等 によ り課税標準額は評価額 に対 してかなり低 い水準

とな っているが、今後税制調査会等における資産課税のあ り方の検討の中で、固定資産税について

も議論 され る方向であ ると聞いている。

したが って、農地 ・山林のあるべ き水準等 について もこれ らの動向を踏まえて改めて検討す るこ

とも考え られる。

また、従来の評価及び税負担は概ね一定の水準にあったが、公的土地評価相互の均衡化 ・適正化

と市町村間の宅地の評価の均衡化 ・適正化が図 られる中で、農地、山林 について も評価の適正化 と

いう観点か ら、よ り合理的な評価方法を確立す るとい う研究課題が残されてお り、引き続 き調査、

研究を行 ってい くべ きである。

なお、 この場合、 これまでの農地、山林 に対する評価の経緯や実態等について十分な検討、検証

が必要であ り、農業 ・林業政策 との関係 にも留意 しつつ 、慎重に進め られ るべ きである。
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表-1田 畑価格の動向

価 格 (円/10a) 指数 (30年=100) 対前年変動率(%) 市街地価格指数
田 畑 田 田 畑 指 数 変動率

昭和30年 116,018 67,694 100 100 -

-

100 -

31 135,724 79,728 117 118 17.0 17.8 114 14.0
32 152,480 91,480 131 135 12.3 14.7 146 28.1
33 165,495 98,113 143 145 8.5 7.3 178 21.9
34 174,718 107,481 151 159 5.6 9.5 220 23.6
35 186,611 112,013 161 165 6.8 4.2 280 27.3
36 194,301 114,770 167 170 4.1 2.5 399 42.5
37 194,544 115,785 168 171 0.1 0.9 507 27.1

38 193,860 117,585 167 174 -0 .4 1.6 594 17.2

39 198,476 120,120 171 177 2.4 2.2 677 14.0
40 203,902 123,202 176 182 2.7 2.6 768 13.4
41 216,217 129,569 186 191 6.0 5.2 808 5.2
42 239,601 143,332 207 212 10.8 10.6 875 8.3

43 278,349 163,077 240 241 16.2 13.8 994 13.6

44 303,074 171,182 261 253 8.9 5.0 1,165 17.2

45 327,706 184,422 282 272 8.1 7.7 1,395 19.7

46 344,416 196,624 297 290 5.1 6.6 1,614 15.7
47 379,751 220,348 327 326 10.3 12.1 1,827 13.2
48 474,696 289,354 409 427 25.0 31.3 2,286 25.1
49 571,250 352,771 492 521 20.3 21.9 2,812 23.0

50 626,685 387,201 540 572 9.7 9.8 2,691 -4.3

51 684,907 419,095 590 619 9.3 8.2 2,712 0.8
52 735,046 448,232 634 662 7.3 7.0 2,770 2.1
53 783,520 478,793 675 707 6.6 6.8 2,847 2.8
54 854,627 516,222 737 763 9.1 7.8 2,977 4.6
55 928,474 555,906 800 821 8.6 7.7 3,231 8.5
56 1,000,023 595,639 862 880 7.7 7.1 3,512 8.7
57 1,066,039 630,945 919 932 6.6 5.9 3,760 7.1

58 1,094,576 650,794 943 961 2.7 3.1 3,938 4.7
59 665,333 974 983 3.2 2.2 4,065 3.2
60 1,162,208 674,192 1,002 996 2.8 1.3 4,177 2.8
61 1,168,509 682,373 1,007 1,008 0.5 1.2 4,296 2.8
62 1,171,070 682,466 1,009 1,008 0.2 0.0 4,529 5.4
63 1,169,262 677,111 1,008 1,000 -0.2 -0 .8 4,983 10.0

平成元年 1,162,818 666,029 1,002 984 -0.6 -1.6 5,360 7.6

2 1,172,912 672,595 1,011 994 0.9 1.0 6,116 14.1

3 1,188,431 682,347 1,024 1,007 1.3 1.3 6,751 10.4
4 1,192,792 679,283 1,028 1,003 0.4 -0.3 6,631 -1.8
5 1,177,410 665,261 1,015 983 -1.3 -2.1 6,265 -5.5

6 1,170,346 656,612 1,009 970 -0.6 -1.3 5,978 -4.6

(注)1.(財)日 本不動産研究所調 による。

2.田 、畑 とも普通品等 の全国平均の価格である。

3.昭 和44年 以降、東京都、神奈川県及び大阪府 は集計対象か ら除いてい る。

4.市 街地価格指数 は、昭和30年 を100と した全用途 の指数 及び対前年変動率(%)で ある。

畑

1,130,119
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表-2山 林素地価格の動向

価 格 (円/10a) 指数 (30年=100) 対前年変動率 (%) 市街地価 指数
用材林地 薪炭林地 用材林地 薪炭林地 用材林地 薪炭林地 指 数 変動率

昭和30年 8,927 6,927 100 100 -

-

100

-

31 10,104 7,874 113 114 13.2 13.7 114 14.0
32 11,092 8,452 124 122 9.8 7.3 146 28.1
33 12,884 9,691 144 140 16.2 14.7 178 21.9
34 14,851 11,054 166 160 15.3 14.1 220 23.6
35 16,005 12,188 179 176 7.8 10.3 280 27.3
36 18,316 13,594 205 196 14.4 11.5 399 42.5
37 19,236 14,427 215 208 5.0 6.1 507 27.1
38 19,475 14,467 218 209 1.2 0.3 594 17.2
39 19,932 15,008 223 217 2.3 3.7 677 14.0
40 20,586 15,264 231 220 3.3 1.7 768 13.4
41 21,687 15,878 243 229 5.3 4.0 808 5.2
42 23,471 17,010 263 246 8.2 7.1 875 8.3
43 26,793 18,971 300 274 14.2 11.5 994 13.6
44 30,107 21,147 337 305 12.4 11.5 1,165 17.2

45 32,705 22,753 366 328 8.6 7.6 1,395 19.7

46 34,082 23,437 382 338 4.2 3.0 1,614 15.7
47 36,279 25,309 406 365 6.4 8.0 1,827 13.2
48 47,617 32,474 533 469 31.3 28.3 2,286 25.1
49 60,460 41,324 677 597 27.0 27.3 2,812 23.0

50 64,797 43,529 726 628 7.2 5.3 2,691 -4.3

51 69,487 46,176 778 667 7.2 6.1 2,712 0.8
52 73,012 48,380 818 698 5.1 4.8 2,770 2.1
53 74,812 49,478 838 714 2.5 2.3 2,847 2.8

54 78,279 51,458 877 743 4.6 4.0 2,977 4.6

55 85,990 55,959 963 808 9.9 8.7 3,231 8.5

56 87,190 56,972 977 822 1.4 1.8 3,512 8.7

57 88,731 57,382 994 828 1.8 0.7 3,760 7.1

58 89,383 57,347 1,001 828 0.7 -0 .1 3,938 4.7

59 88,346 56,412 990 814 -1.2 -1 .6 4,065 3.2

60 86,820 56,061 973 809 -1.7 一-0
.6 4,177 2.8

61 84,077 54,583 942 788 -3 .2 -2.6 4,296 2.8

62 82,037 53,428 919 771 -2.4 -2 .1 4,529 5.4

63 82,065 53,244 919 769 0.0 -0 .3 4,983 10.0

平成元年 82,252 53,547 921 773 0.2 0.6 5,360 7.6

2 83,038 54,238 930 783 1.0 1.3 6,116 14.1

3 84,595 55,427 948 800 1.9 2.2 6,751 10.4

4 81,339 54,047 911 780 -3.8 -2 .5 6,631 -1 .8

5 79,439 52,774 890 762 -2.3 -2 .4 6,265 -5.5

6 77,576 51,794 869 748 -2.3 -1 .9 5,978 -4 .6

(注)1.(財)日 本不動産研 究所 調 による。

2.用 材林 地、薪炭林地 とも普通品等 の全国平均の価格で ある。

3.北 海道、沖縄 県は集計対象か ら除いている。 なお、昭和50年 以 降は千 葉県及び神奈川県

について も除い ている。

4.市 街地価格指 数は、昭和30年 を100と した全用途 の指数及び対前年変動率(%)で ある。
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表-3相 続税の評価倍率の状況(平 成6年)
(倍)

都道府県 田 畑 山 林

純農地 中間農地 純農地 中間農地 純山林 中間山林

北 海 道 2.2～141 3.8～116 1.5～397 3.8～640 3.4～70 22～1,086

岩 手 県 2.7～28.5 2.8～79.7 3.4～61.3 3.4～170.3 1.3～58 1.3～142.9

山 形 県 2.1～56.2 2.4～131.4 1.5～158.5

栃 木 県 1.5～101 2.7～242 3.7～626

千 葉 県 2.0～153 8.0～492 3.0～314 11～930 6.0～269 23～1,084

東 京 都 7.0～105 25～320 23～136 42～611 4.0～185 10～1,240

神奈川県 8.0～303 40～505 8.0～356 36～660 5.0～380 4.0～784

石 川 県 3.7～37 6.7～259 4.4～52.2 6.8～395.8 1.3～22 4.4～122.2

長 野 県 3.2～363 5.0～859 1.5～1,671

三 重 県 2.4～73 3.4～105 2.6～83 5.0～195 1.1～35 1.3～375

滋 賀 県 1.7～67 3.3～114 1.8～100 4.6～170 4.7～25.7 6.8～177

京 都 府 2.0～422 1.5～561 2.3～422 1.5～667 1.0 ～127 6.3～849

奈 良 県 1.1～312 6.7～384 1.8～369 7.2～437 1.2～44.2 4.7～828

和歌山県 1.1～112 2.3～199 1.0～175 4.9～224 1.0～48.6 2.0～166

鳥 取 県 2.7～30 3.4～83 4.0～63 5.7～126 2.1～3.2 8.0～180

岡 山 県 2.6～38 6.6～61 2.4～45 9.0～70 1.9～14 7.0～64

愛 媛 県 3.0～554 2.3～758 1.2～180

福 岡 県 1.4～17 7.2～192 2.1～41 12～338 1.0～30 11～480

宮 崎 県 1.6～17 5.0～76 2.8～34 4.5～149 1.0～9.1 1.5～90

沖 縄 県 5.1～6.3 -

5.7～19 27.5～450 4.7～4.8 -

(注)そ れぞれ、都道府 県 内の最 高 ・最低の評価倍率 である。
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表-4農 家経済 と固定資産税負担の推移(経 営規模を田70a、 畑50aと した場合)

区分 年度 38 45 48 51 54 57 60 61 62 63 元 2 3 4 5

農業粗収益(一 戸当たり)A千 円 500 985 1,411 2,214 2,447 2,576 2,897 2,817 2,658 2,678 2,872 3,002 3,012 3,796 3,671

農 業所 得B千 円 289 508 742 1,156 1,127 952 1,066 1,012 944 953 1,112 1,163 1,120 1,430 1,291

農 外所 得C千 円 296 885 1,567 2,506 3,291 4,013 4,437 4,502 4,668 4,822 5,110 5,438 5,714 5,526 5,513

農 家所 得(B+C)D千 円 585 1,393 2,309 3,662 4,418 4,965 5,503 5,514 5,612 5,775 6,222 6,602 6,834 6,956 6,804

平均価格

一般 田価格(1㎡ 当た り)円(1) 37 51 53 60 67 76 86 86 86 91 91 91 94 94 94

一般畑 価格(1㎡ 当た り)円(2) 14 18 18 21 23 25 28 28 28 29 29 29 30 30 30

一般 田70aの 固定 資産税 円① 3,626 3,626 3,626 4,351 6,174 6,894 7,820 8,211 8,428 8,638 8,854 8,918 9,141 9,212 9,212

一般畑50aの 固定資産税 円② 980 980 980 1,176 1,543 1,690 1,837 1,929 1,960 2,009 2,030 2,030 2,081 2,100 2100

小計(①+②)円E 4,606 4,606 4,606 5,527 7,717 8,584 9,657 10,140 10,388 10,647 10,884 10,948 11,222 11,312 11,312

E/A% 0.9 0.5 0.3 0.2 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3

E/B% 1.6 0.9 0.6 0.5 0.7 0.9 0.9 1,0 1.1 1.1 1.0 0.9 0.8 0.9

E/D% 0.8 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

(参考)平 均の経営規模を前提とした税額

一般 田 円 ③ 2,916 3,204 3,139 3,880 5,733 6,904 8,010 8,446 8,741 9,120 9,563 9,670 10,081 12,528 12,936

一般 畑 円 ④ 733 769 792 971 1,350 1,734 1,995 2,118 2,191 2,254 2,253 2,302 2,380 3,011 3,003

小 計(③+④)円F 3,649 3,973 3,931 4,851 7,123 8,638 10,005 10,564 10,932 11,374 11,816 11,972 12,461 15,539 15,939

F/A% 0.7 0.4 0.3 0.2 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

F/B% 1.3 0.8 0.5 0.4 0.6 0.9 0.9 1.0 1.2 1.2 1.1 1.0 1.1 1.1 1.2

F/D% 0.6 0.3 0.2 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

平均経営規模 田 58.8 64.6 63.3 66.0 68.0 70.1 71.7 72.0 72.6 73.9 75.6 75.9 77.2 95.2 98.3

畑 33.9 28.7 27. 0 27. 5 27.1 28.3 31.0 31.3 31.8 32.1 31.6 32.4 33.2 41.1 40.1
樹 園 地 8.5 11.4 12.2 12.5 12.4 13.2 13.3 13. 3 13.1 12.4 12.2 12.0 11.7 14.8 14.9

- 4.0 6.6 8.1 8.9 9.8 10.0 10.3 11.0 11.6 11.7 12.3 12.3 15.8 16.5

税額計算上は、樹園地、牧草地 を畑 として算定 して

(注)① 、②の 税額は、(1)(2)の価格 に基 づいて各年度の負担調 整措置によ り計算 した。

農 家………経営 耕地面積が 、0.1ha以上(北 海道は0.3ha以 上)の 農家及び これと同等の農業収益のあ る農 家であ る。

所得粗収益… ……「農 家経済調 査」 によ る。

上記(1)(2
)に基づく
税 額

1.0

牧 草 地 -22



表-5標 準農家世帯の固定資産税の所得に占める割合の推移(試 算)

区 分

家

屋

在

来

分

の

場

合

家

屋

各

年

度

新

増

分

の

場

合

参

考

土

地

家

屋

計

所得額(B)

(A)/(B)(%)

土

地

家

屋

計

(A )/(B)(%)

税額(A)の伸び

税額(C)の伸び

所得(B)の伸び

農 業 用

居 住 用

計

農 業 用

居 住 用

計

農 業 用

居 住 用

計(A)

農 業 用

居 住 用

計

農 業 用

居 住 用

計

農 業 用

居 住 用

計(C)

平 成5年 度 平 成6年 度 平 成7年 度

昭和38年度 昭和39年度 昭和48年度 昭和51年度 昭和54年度 昭和57年度 昭和60年度 昭和63年度 平成3年 度 増 減 額 増 減 額 増 減 額

年 額 月額 年 額 月額 年 額 月額

6,310 6,275 7,145 8,466 11,713 13,834 15,595 16,810 17,553 17,740 293 24 18,025 286 24 18,190 165 14

1,044 1,252 5,886 8,661 11,382 14,637 18,163 21,674 23,943 25,755 615 51 27,043 1,288 107 28,395 1,352 113

7,354 7,527 13,031 17,127 23,095 28,471 33,758 38,484 41,498 43,495 908 76 45,069 1,573 131 46,586 1,517 126

2,672 2,672 2,411 2,411 2,411 2,411 2,411 2,411 2,411 2,411 0 0 2,338 -73 -6 2,338 0 0

10,510 10,510 9,485 9,485 9,485 9,485 9,485 9,485 9,485 9,485 0 0 9,200 -285 -24 9,200 0 0

13,182 13,182 11,896 11,896 11,896 11,896 11,896 11,896 11,896 11,896 0 0 11,538 -358 -30 11,538 0 0

8,982 8,947 9,556 10,877 14,124 16,245 18,006 19,221 19,964 20,151 293 24 20,363 213 18 20,528 165 14

11,554 11,762 15,371 18,146 20,867 24,122 27,648 31,159 33,428 35,240 615 51 36,243 1,003 84 37,595 1,352 113

20,536 20,709 24,927 29,023 34,991 40,367 45,654 50,380 53,392 55,391 908 76 56,607 1,215 101 58,124 1,517 126

584,900 868,800 2,308,700 3,662,000 4,417,700 4,964,700 5,502,500 5,774,900 6,843,000 6,804,000 6,875,000 7,084,000

3.51 3.11 1.08 0.79 0.79 0.81 0.83 0.87 0.78 0.81 0.82 0.82

6,310 6,275 7,145 8,466 11,713 13,834 15,595 16,810 17,553 17,740 293 24 18,025 286 24 18,190 165 14

1,044 1,252 5,886 8,681 11,382 14,637 18,163 21,674 23,943 25,755 615 51 27,043 1,288 107 28,395 1,352 113

7,354 7,527 13,031 17,127 23,095 28,471 33,758 38,484 41,496 43,495 908 76 45,069 1,573 131 46,586 1,517 126

2,867 3,439 5,773 10,361 12,083 16,086 16,797 17,535 22,367 22,367 0 0 25,966 3,599 300 25,968 0 0

10,511 12,614 28,911 53,237 65,355 81,564 96,546 67,292 84,914 84,914 0 0 77,919 -6,995 -583 77,919 0 0

13,378 16,053 34,884 63,598 77,438 97,650 11,343 84,827 107,281 107,281 0 0 103,883 -3,396 -283 103,885 0 0

9,177 9,714 12,918 18,827 23,796 29,920 32,392 34,345 39,920 40,107 293 24 43,991 3,885 324 44,156 165 14

11,555 13,866 34,797 61,898 76,737 96,201 114,709 88,966 108,857 110,669 615 51 104,962 -5,707 -476 106,314 1,352 113

20,732 23,580 41,715 80,725 100,533 126,121 147,101 123,311 148,777 150,776 908 76 148,954 -1,823 -152 150,471 1,517 126

3.54 3.54 2.07 2.20 2.28 2.54 2.67 2.14 2.17 2.22 2.17 2.12

1.01 1.20 1.16 1.21 1.15 1.13 1.10 1.06 1.02 1.02 1.03

1.14 2.02 1.69 1.25 1.25 1.17 0.84 1.21 1.01 0.99 1.01

1.14 3.46 1.59 1.21 1.12 1.11 1.05 1.18 1.02 1.01 1.03
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<表-5の 積算基礎>

① 標準世帯の想定

標準世帯は、 「平成4年 度農家経済調査報告」に基づき次の固定資産を所有するものと想定し

た。

なお、付属家については、 「昭和59年度概要調書」に基づき農家用附属家の一所有者当たり床

面積を採用した。

農 業 用 田95.2a畑71.7a山 林145.9a

土 地 そ の 他12.1a

居 住 用 宅 地1,050㎡

居 住 用 住 家179.5㎡

家 屋

農 業 用 付 属 家74.5㎡

② 土 地

ア 農業用の土地(田 、畑、山林、その他)に 関 しては、税額の算定の基礎となる単位当たり課

税標準額を、各年度の概要調書のうち町村分の総課税標準額を免税点以上の地積で除 して求め

た。なお、 「その他」については、 「原野」の数値を用いた。

イ 昭和48年度以前の居住用の宅地については、各年度の概要調書のうち町村分の 「村落地区」

の総課税標準額を免税 点以上の地積で除 して求めた数値を用 いて単位当たり課税標準額を算出

した。

昭和51年 度以降の居住用の宅地については、200㎡まで小規模住宅用地の特例、200㎡を超える

部分について は一般住宅用地の特例の適用があった ものとして算出 した。

ウ 平成7年 度の宅地については、平成5年 度の課税標準額 に 「評価上昇割合等調」に基づ く町

村分に係 る下記の評価上昇割合を乗 じて平成6年 度の課税標準額を算出し、 これに、負担調整

措置を講 じた額を用いた。なお、その他については、山林 と同率の上昇割合を用いた。

田1.028倍 、畑1.033倍 、山林1.012倍 、宅地3.577倍

③ 家 屋

ア 在来分の家屋 については、昭和36年 に建築された家屋について 税額を算出 した。昭和38年度

については、農家住宅及び附属家(農 家用)の 再建築費評点数を基 に算出 し、39年度について

は38年度分を据え置 き、48年度については42年度及び45年 度基準年度の経年減点補正率を考慮

して39年度分に0.95を 乗 じた額により、51年度、54年 度、57年 度、60年 度、63年度、平成元年

度か ら平成5年 度分については48年度分を据え置 き、平成6年 度については経年減点補正率基

準表が改正されたことを考慮 して平成5年 度分に0.97を 乗 じた額により、平成7年 度分につい

ては平成6年 度分を据え置いた。

イ 新増分については、単位価格は基準年度のものによった。住宅は農家住宅で、附属家は農業

用 とした。57年 度以降のみ新築住宅の軽減措置を適用 した。

④ 所 得 額

所得額の昭和38年 度から平成5年 度までは、各年度の 「農家経済調査報告」における農家所得

(農業所得+農 外所得)に よった。平成6年 度 については過去3年 度の平均伸び率を乗じ、平成
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7年 度については、農業所得は6年 度の額を据え置き、農外所得については6年 度の額に国民総

生産(名 目)の 伸び率(7/6=1.037倍(「 平成7年 度の経済見通 し」))を 乗 じて求めた額に

よった。

区 分 平成5年 度 平成6年 度 平 成7年 度

千円 千円 千円

農 業 所 得 1,291 (×0.957)1,235 1,235

農 外 所 得 5,513 (×1.023)5,640 (×1.037)5,849

農 家 所 得 6,804 6,875 7,084
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表-6山 林経営の状況と固定資産税負担の推移

区 分

経営山林

面 積

林 業

粗収益
A

林 業

経営費
B

林 業 所 得

(A-B)C

対前年度
増減割合

固定資産

税 額

D

D/C

a/戸 千円/戸 千円/戸 千円/戸 % 円 %
49年 度 1,525 463.5 151.3 312.2 -9 15,223 4.9

50年 度 1,540 458.2 161.2 297.0 -5 13,032 4.4

51年 度 1,553 491.7 168.3 323.4 9 14,484 4.5

52年 度 1,521 529.6 204.6 325.0 - 15,307 4.7

53年 度 1,476 527.3 207.6 319.7 -2 15,023 4.7

54年 度 1,523 693.1 203.2 489.9 53 16,951 3.5

55年 度 1,567 670.2 264.9 405.3 -17 18,476 4.6

56年 度 1,591 579.7 250.3 329.4 -19 18,840 5.7

57年 度 1,587 570.7 279.2 291.5 -12 20,471 7.0

58年 度 1,595 531.4 238.4 293.0 1 21,068 7.2

59年 度 1,573 515.2 238.3 276.9 -5 20,810 7.5

60年 度 1,557 534.9 251.6 283.3 2 21,433 7.6

61年 度 1,559 502.8 232.5 270.3 -5 21,551 8.0

62年 度 1,543 591.8 251.0 340.8 26 21,338 6.3

63年 度 1,557 571.5 248.6 322.9 -5 21,725 6.7

元年度 1,560 606.2 252.9 353.3 9 21,778 6.2

2年 度 1,572 650.8 241.9 408.9 16 21,956 5.4

3年 度 1,565 563.0 250.5 312.5 -24 22,160 7.1

(改正後方式)
2年 度 4,715 2,060.4 795.8 1,264.6 13.2

3 4,672 1,734.6 793.9 940.7 -25.6

4 4,675 1,737.0 1,017.9 719.1 -23.6 66,304 9.2

※5 4,734 1728.2 992.7 735.5 2.3 67,243 9.1

(5年 度)

(保有規模別)
20ha～50ha 3,159 1,142.1 606.1 536.0

50ha～100ha 6,863 2,453.5 1,308.3 1.145.2

100ha～500ha 17,823 6,711.5 4,651.9 2,059.6

資 料:農 林 水 産 省 「林 家 経済 調 査 報 告 」
(注)1※5年 度数値 は速報値 である。

2本 調査は、平成4年 度か ら対象 とす る林家 を従来の保有 山林5ha以 上500ha未 満の林家か ら、

保有山林面積 の下限規模を20ha以 上 に引き上げて地域 別 ・階層別 に抽出 して実施 している。

また、同様 に経営 費等の計上範囲 について も平成4年 度調査 よ り一部見直 しを行っている。

そのため、単純 に前 年比較が 出来ない ことか ら、平 成2年 度分以降については、改正後の

方式 を併記 した。
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図-1田 畑価格と市街地価格指数(対 前年変動率)
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図-2山 林素地価格と市街地価格指数(対 前年変動率)
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図-3農 家経済の状況
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図-4山 林経営の状況
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